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Ⅰ．当社の概況および組織に関する事項 

 １．商号 

   ワンアジア証券株式会社 

 

 ２．登録年月日（登録番号） 

   2007年 9月 30日（関東財務局長（金商）第201号） 

 

 ３．沿革および経営の組織 

  (1) 会社の沿革 

年   月 沿     革 

2001年 2月 会社設立 

2001年 10月 
証券業の登録を行う 

日本証券業協会、日本投資者保護基金に加入し、営業開始 

2002年 7月 保険業法第2条第26項に規定する保険募集に係る業務を開始 

2004年 2月 

組合契約の締結またはその媒介、取次ぎもしくは代理に係る業務および

匿名組合契約の締結またはその媒介、取次ぎもしくは代理に係る業務を

開始 

2005年 4月 
その行う業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせんまたは紹介を行

う業務を開始 

2007年 9月 第一種金融商品取引業の登録を行う 

2009年 8月 第二種金融商品取引業の登録を行う 

2018年 4月 本店を千代田区丸の内3-3-1 新東京ビルへ移転 

2021年 2月 アジア開発キャピタル株式会社の子会社となる 

2022年 1月 本店を中央区勝どき1-13-1 イヌイビル・カチドキへ移転 

 

  (2) 経営の組織 

 
 

ワンアジア証券株式会社組織図

株主総会

取締役会

監査役

代表取締役社⾧

監査室

内部管理統括責任者

管理グループ

管理部

営業グループ

コンプライアンス部 第一営業部 第二営業部

管理業務課
総務課

（人事・経理・総務業務）
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 ４．保有株式数上位10位までの株主の状況 

氏名または名称 保有株式数（株） 
議決権の 

数の割合 

１.アジア開発キャピタル株式会社 132,750,000 99.65% 

２.KING STONE (INTERNATIONAL) HOLDINGS Ltd. 162,800 0.12% 

３.CRYSTAL KIRIN Ltd. 68,000 0.05% 

４.LUCKY VIBE Ltd. 67,000 0.05% 

５.株式会社 正陽 60,000 0.04% 

６.株式会社P＆C  37,000 0.02% 

７.中島 一彦 15,000 0.01% 

８.中文産業株式会社 14,000 0.01% 

９.藤井 正晴 12,140 0.00% 

10.後藤 由利子 7,000 0.00% 

その他（28名） 12,300 0.00% 

計 38名 133,205,240 100.00％ 

 

 ５．役員の氏名または名称 

役職名 氏名または名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 小杉 裕 有 常勤 

取締役 山内 沙織 無 非常勤 

取締役 寺西 功 無 非常勤 

監査役 奥 雄一郎 無 常勤 

 

 ６．政令で定める使用人の氏名 

  (1) 金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する者 

氏   名 役  職  名 

近藤 新一 内部管理統括責任者兼コンプライアンス部長 
 

  (2) 投資助言業務または投資運用業に関し、助言または運用を行う部門を統括する者 

上記業務は行っておらず、該当事項はありません。 

 

 ７．業務の種別 

  (1) 第一種金融商品取引業 

・金融商品取引法第28条第1項第1号に掲げる行為に係る業務 

・有価証券等管理業務 

 

  (2) 第二種金融商品取引業 

・金融商品取引法第28条第2項に掲げる行為に係る業務 

 

 ８．本店その他の営業所または事務所の名称および所在地 

名   称 所  在  地 

本  店 〒104-0054 東京都中央区勝どき1-13-1イヌイビル・カチドキ４階 
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 ９．他に行っている事業の種類 

・組合契約の締結またはその媒介、取次ぎもしくは代理に係る業務 

・匿名組合契約の締結またはその媒介、取次ぎもしくは代理に係る業務 

・保険業法第2条第26項に規定する保険募集に係る業務 

・その行う業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせんまたは紹介を行う業務 

 

 10．加入する金融商品取引業協会および対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

・日本証券業協会 

・特定非営利法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

 

 11．会員または取引参加者となる金融商品取引所の名称または商号 

該当事項はありません。 

 

 12．加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 

 

 13．苦情処理および紛争解決の体制 

  (1) 第一種金融商品取引業 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センターとの間で、特定第一種金融商品

取引業務に係る手続実施基本契約を締結する措置 

 

  (2) 第二種金融商品取引業 

金商法第 37条の 7第 1項第 2号ロに規定する、苦情処理措置および紛争解決措置として、

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センターを利用する措置 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

 １．当期の業務の概要 

当期のわが国経済は、新型コロナ・ウイルスへの対応の中での東京五輪開催に象徴される困難

な取り組みが続けられました。2021年10月にはデルタ株の感染がほぼ終息したものの、2022年に

入るとオミクロン株によるこれまで以上に急速かつ広範囲な感染の拡大があり、あわせて円安の

進展、ロシアによるウクライナへの武力による侵攻など、引き続き景況への様々な影響が懸念さ

れる展開となりました。 

株式市場では、日経平均株価は緊急事態宣言を受けた経済活動の制約から軟調な展開が続きま

した。第5波の収束による経済活動再開期待から9月に3万円台を回復したものの、その後は伸び悩

み、2022年以降はオミクロン株感染拡大へのまん延防止等重点措置が適用される都道府県の増加

とともに下落し、ロシアがウクライナの原子力発電所を攻撃したとのニュースから3月9日に

24,681円の安値をつけました。期末の日経平均株価は、まん延防止等重点措置の解除や円安を好

感する動き等を受け27,821円43銭と値を戻しましたが、前期末を1,357円37銭下回りました。 

 外国為替市場では、ドル円相場は期初から110円前後で推移していましたが、米国の金融政策転

換の動きを受けて次第にドル高の動きが強まり、量的緩和の終了が明らかになった期末には120

円を超える円安となりました。また、円は他の主要通貨に対しても弱い動きとなりました。 

 こうしたなか、当社は増資等による財務基盤の安定を背景に株式営業に注力し、当期の委託手

数料は85,995千円と前期を44,587千円上回りました。本社の移転など引き続き経費の節減に努め

た結果、販売費・一般管理費は244,484千円と前期を79,283千円下回りました。以上の結果、当期

は経常損失112,445千円（前期は254,190千円の損失）、当期純損失113,316千円（前期は264,558

千円の損失）となりました。 
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 ２．業務の状況を示す指標 

  (1) 経営成績等の推移                       （単位：百万円） 

 2020年 3月期 2021年 3月期 2022年 3月期 

資本金の額 944 1,025 1,330 

発行済株式総数 397,440株 11,205,240株 133,205,240株 

営業収益 58 84 176 

受入手数料 34 60 106 

委託手数料 32 41 85 

引受け・売出し・特定投資家
向け売付け勧誘等の手数料 

－ － － 

  募集・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱手数料 
－ 0 0 

  その他の受入手数料 2 18 19 

   信用取引管理料・名義書
換料 

0 1 4 

   その他の受入手数料（そ
の他） 

1 17 15 

トレーディング損益 － 4 1 

株券等 － 0 0 

  債券等 － 4 1 

  その他 － － － 

純営業収益 43 70 120 

経常損益 △163 △254 △112 

当期純損益 △163 △264 △113 

 

  (2) 有価証券引受・売買等の状況 

① 株券の売買高等の状況                     （単位：百万円） 

 2020年 3月期 2021年 3月期 2022年 3月期 

自  己 － － － 

受  託 6,877 7,406 22,551 

計 6,877 7,406 22,551 

     （注）電子記録移転有価証券表示権利等の取り扱いはありません。 
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 ② 有価証券の引受高等の状況                   （単位：百万円） 

区   分 引受高 売出高 

特定投資家

向け売付け

勧誘等の 

総額 

募集の 

取扱高 
売出しの 

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家

向け売付け

勧誘等の 

取扱高 

２
０
２
０
年
３
月
期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 －  － －  － － 

地方債証券 －  － －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券    － － － － 

その他 － － － － － － － 

合 計 － － － － － － － 

２
０
２
１
年
３
月
期 

株券 － － － 4 － － － 

国債証券 －  － －  － － 

地方債証券 －  － －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券    － － － － 

その他 － － － － － － － 

合 計 － － － 4 － － － 

２
０
２
２
年
３
月
期 

株券 － － － 1 15 － － 

国債証券 －  － －  － － 

地方債証券 －  － －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券    － － － － 

その他 － － － － － － － 

合 計 － － － 1 15 － － 

（注）電子募集取扱業務は行っておりません。 

電子記録移転有価証券表示権利等の取り扱いはありません。 

 

  (3) その他業務の状況 

当社のその他の業務は上記の「９．他に行っている事業の種類」に記載のとおりですが、

直近の3事業年度における取り扱いが僅少なため記載を省略させていただきます。 
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  (4) 自己資本規制比率の状況 

 2020年 3月期 2021年 3月期 2022年 3月期 

自己資本規制比率 

（Ａ／Ｂ×100）
303.2％ 238.4％ 278.7％ 

固定化されていない 

自己資本 （Ａ） 
209百万円 194百万円 362百万円 

リスク相当額 （Ｂ） 69百万円 81百万円 130百万円 

 

市場リスク相当額 0百万円 0百万円 0百万円 

取引先リスク相当額 13百万円 11百万円 48百万円 

基礎的リスク相当額 55百万円 70百万円 81百万円 

暗号資産等による控除額 －百万円 －百万円 －百万円 

 

  (5) 使用人の総数および外務員の総数 

 2020年 3月期 2021年 3月期 2022年 3月期 

使用人 20名 17名 9名 

（うち外務員） 20名 17名 9名 

 

  (6) 役員の業績連動報酬の状況 

該当事項はありません。 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

 １．経理の状況 

  (1) 貸借対照表 （単位：百万円） 

科    目 
金   額 

科    目 
金   額 

2021年3月期 2022年3月期 2021年3月期 2022年3月期 

（資 産 の 部）   （負 債 の 部）   
流 動 資 産   流 動 負 債   
 現 金 ・ 預 金 
 預 託 金 
 顧客分別金信託 
 その他の預託金 
立 替 金 
その他の立替金 

募 集 等 払 込 金 
 信 用 取 引 資 産 
 信用取引貸付金 
 信用取引借証券担保 
有価証券担保貸付金 
 借入有価証券担保金 
 短期差入保証金 
 信用取引差入保証金 
 先物取引差入証拠金 
 短 期 貸 付 金 
前 払 金 
 前 払 費 用 
 未 収 入 金 
 未 収 収 益 
 貸 倒 引 当 金 
  流 動 資 産 計 
 
固 定 資 産 
 有 形 固 定 資 産 
 建 物 
 器 具 備 品 
 リ ー ス 資 産 
 無 形 固 定 資 産 
 投資その他の資産 
 投資有価証券 
 関係会社株式等 
 出 資 金 
  長 期 貸 付 金 
 長期差入保証金 
 そ の 他 
  固 定 資 産 計 
 
繰 延 資 産 
  繰 延 資 産 計 

208 
323 
289 
34 
0 
0 
1 

546 
546 
－ 
－ 
－ 
5 
－ 
5 
－ 
－ 
3 
6 
6 
－ 

1,101 
 
 
3 
－ 
0 
3 
－ 
34 
1 
0 
0 
－ 
32 
－ 
37 
 
 

－ 
 

311 
305 
271 
34 
－ 
－ 
－ 

2,225 
2,203 

21 
－ 
－ 
5 
－ 
5 
80 
－ 
1 
1 
38 
－ 

2,968 
 
 

24 
18 
0 
5 
1 

462 
1 
0 
0 

400 
51 
8 

488 
 
 

－ 
 

 信 用 取 引 負 債 
 信用取引借入金 
 信用取引貸証券受入金 
 有価証券担保借入金 
 有価証券貸借取引受入金 
 預 り 金 
 顧客からの預り金 
 その他の預り金 
 募集等受入金 
 受 入 保 証 金 
 信用取引受入保証金 
 先物取引受入証拠金 
 未 払 金 
 前 受 収 益 
 未 払 費 用 
 未 払 法 人 税 等 
 リ ー ス 債 務 
  流 動 負 債 計 
 
固 定 負 債 
長 期 借 入 金 
繰 延 税 金 負 債 
その他の固定負債 
その他の固定負債 
リ ー ス 債 務 
資産除去 債務 

  固 定 負 債 計 
 
引 当 金 
 金融商品取引責任準備金 
  引 当 金 計 

546 
546 
－ 
－ 
－ 
282 
270 
10 
1 
13 
13 
－ 
－ 
－ 
43 
4 
0 

890 
 
 

70 
0 
12 
3 
2 
6 
82 
 
 

34 
34 

2,226 
2,205 

21 
－ 
－ 
232 
216 
16 
－ 
0 
0 
－ 
3 
－ 
29 
8 
1 

2,502 
 
 

270 
0 
21 
10 
4 
6 

291 
 
 

34 
34 

負 債 合 計 1,007 2,827 

（純 資 産 の 部） 
 株 主 資 本 
 資 本 金 
 資 本 剰 余 金 
  資 本 準 備金 
 利 益 剰 余 金 
  その他利益剰余金 
   繰越利益剰余金 
 評価・換算差額等 
 その他有価証券差額金 

 
131 

1,025 
691 
691 

△1,584 
△1,584 
△1,584 

0 
0 

 
628 

1,330 
996 
996 

△1,698 
△1,698 
△1,698 

0 
0 

純 資 産 合 計 132 628 

資 産 合 計 1,139 3,456 負債・純資産合計 1,139 3,456 
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(2) 損益計算書 （単位：百万円） 

科    目 

第 21 期 
自 2020年 4月 1 日 
至 2021年 3月 31日 

第 22 期 
自 2021年 4月 1 日 
至 2022年 3月 31日 

内 訳 金  額 内 訳 金  額 

営 業 収 益 
 受 入 手 数 料 

委 託 手 数 料 
引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 
募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料  

そ の 他 の 受 入 手 数 料  
 トレーディング損益 

株 券 等 ト レ ー デ ィ ン グ 損 益  
債 券 等 ト レ ー デ ィ ン グ 損 益  

 金 融 収 益  
 営 業 収 益 計 
 金 融 費 用  

    

 

41 
－ 
0 

18 

60 

 

 

 

85 
－ 
0 

19 

106 

 

 

 

0 

4 

4 

 
 

0 

1 

1 

 

 19  68 

84 176 

 14  55 

純営業収益  70  120 

 販売費・一般管理費 
取 引 関 係 費 
人 件 費 
不 動 産 関 係 費 
事 務 費 
減 価 償 却 費 
租 税 公 課 
そ の 他 

 

19 

222 

35 

27 

2 

13 

3 

323  

21 

116 

54 

27 

2 

20 

1 

244 

営 業 損 益  △253  △123 

 営 業 外 収 益 
 営 業 外 費 用 

 0  48 

 0  37 

経 常 損 益  △254  △112 

 特 別 利 益 
 特 別 損 失 

減 損 損 失 

 

 

10 

－ 

10 

 

 

 

－ 

－ 

－ 

 

税引前当期純損益  △265  △112 

法人税、住民税および事業税  0  0 

法人税等調整額  △1  － 

当期純損益  △264  △113 
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(3) 株主資本等変動計算書 

第21期（自 2020年 4月 1日 至 2021年 3月 31日）        （単位：百万円） 
 

株主資本 

評価・ 

換算 

差額等 
純
資
産
合
計 

資
本
金 

資本剰余金 利益剰余金 株
主
資
本
合
計 

そ
の
他
有
価
証
券 

評
価
差
額
金 

資
本
準
備
金 

その他 

資本 

剰余金 

資本 

剰余金 

合計 

利
益
準
備
金 

その他利益 
剰余金 利益 

剰余金 

合計 繰越利益 
剰余金 

当期首残高 944 610 － 610 － △1,320 △1,320 234 0 234 

当期変動額           

新株の発行 81 81 － 81 － － － 162 － 162 

剰余金の配当 － － － － － － － － － － 

当期純利益 － － － － － △264 △264 △264 － △264 

株主資本以外の 
項目の当期変動額 

（純額） 
－ － － － － － － － 0 0 

当期変動額合計 81 81 － 81 － △264 △264 △102 0 △102 

当期末残高 1,025 691 － 691 － △1,584 △1,584 131 0 132 

 

第 22期（自 2021年 4月 1日 至 2022年 3月 31日）        （単位：百万円） 
 

株主資本 

評価・ 

換算 

差額等 
純
資
産
合
計 

資
本
金 

資本剰余金 利益剰余金 株
主
資
本
合
計 

そ
の
他
有
価
証
券 

評
価
差
額
金 

資
本
準
備
金 

その他 

資本 

剰余金 

資本 

剰余金 

合計 

利
益
準
備
金 

その他利益 
剰余金 利益 

剰余金 

合計 繰越利益 
剰余金 

当期首残高 1,025 691 － 691 － △1,584 △1,584 131 0 132 

当期変動額           

新株の発行 305 305 － 305 － － － 610 － 610 

剰余金の配当 － － － － － － － － － － 

当期純利益 － － － － － △113 △113 △113 － △113 

株主資本以外の 
項目の当期変動額 

（純額） 
－ － － － － － － － 0 0 

当期変動額合計 305 305 － 305 － △113 △113 496 0 496 

当期末残高 1,330 996 － 996 － △1,698 △1,698 628 0 628 
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(4) 注記事項 

   ① 重要な会計方針 

イ 有価証券の評価基準及び評価方法 

・トレーディング商品に属する有価証券等については、時価法を採用しております。 

・トレーディング商品に属さないその他有価証券で時価のない有価証券については、

移動平均法による原価法を採用しております。なお、投資事業有限責任組合への出

資については、当該組合の財務諸表に基づいて、組合の純資産を出資持分割合に応

じて、投資有価証券として計上しております（組合の保有する有価証券の評価差額

については、その持分相当額を全部純資産直入法により処理しております）。 

・子会社株式については、移動平均法による原価法を採用しております。 

 

ロ 固定資産の減価償却の方法 

・有形固定資産（リース資産を除く）は、定率法（ただし、1998 年 4 月 1日以降に取

得した建物（附属設備を除く）ならびに 2016 年 4月 1 日以降に取得した建物附属設

備および構築物は定額法）を採用しております。 

・無形固定資産（リース資産を除く）は、定額法を採用しております。 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

ハ 引当金の計上基準 

・貸倒引当金について、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については回収不能見込額を計上しております。 

・役員退職慰労引当金について、役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰

労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

ニ 金融商品取引責任準備金の計上基準 

・証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第 46条の 5 の規定に基づき金融

商品取引業等に関する内閣府令第 175 条に定めるところにより算出された額を基準

として計上しております。 

 

ホ 収益および費用の計上基準 

・当社は、金融商品取引法に定める第一種金融商品取引業として、主として有価証券

の売買等の委託の媒介、有価証券の募集・売出しの取扱いなどの顧客向けサービス

を行っており、これらの受入手数料は、サービスの成果が顧客に移転した時点で収

益として認識しております。 

 

ヘ 消費税等の会計処理 

・税抜方式を採用しております。 
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   ② 会計方針の変更等 

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3月 31 日）等を当事

業年度から適用しております。なお、当該会計方針の変更による影響はありません。 

・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年 7 月 4 日）等を当

事業年度の期首から適用しております。なお、当該変更による影響はありません。 

 

   ③ 貸借対照表に関する注記 

イ 担保等として差入れている有価証券等の時価額 

 2021 年 3月期 2022 年 3月期 

信用取引借入金の本担保証券 536 百万円 2,169 百万円 

信用取引差入保証金代用有価証券 646 百万円 1,680 百万円 

信用取引貸証券 －百万円 20 百万円 

 

ロ 担保等として差入れを受けている有価証券等の時価額 

 2021 年 3月期 2022 年 3月期 

信用取引貸付金の本担保証券 536 百万円 2,169 百万円 

信用取引受入保証金代用有価証券 1，346 百万円 1,686 百万円 

信用取引借証券 －百万円 20 百万円 

 

ハ 有形固定資産の減価償却累計額 

 2021 年 3月期 2022 年 3月期 

建物 4 百万円 6 百万円 

器具備品 5 百万円 3 百万円 

リース資産 0 百万円 1 百万円 

 

ニ 有形固定資産の減損損失累計額 

 2021 年 3月期 2022 年 3月期 

建物 10 百万円 －百万円 

器具備品 0 百万円 －百万円 

リース資産 －百万円 －百万円 

 

ホ 関係会社に対する金銭債権または金銭債務 

 2021 年 3月期 2022 年 3月期 

短期金銭債権 －百万円 80 百万円 

長期金銭債権 －百万円 400 百万円 

長期金銭債務 70 百万円 270 百万円 
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   ④ 損益計算書に関する注記 

イ 関係会社との取引高 

 2021 年 3月期 2022 年 3月期 

営業収益 0 百万円 35 百万円 

営業費用 －百万円 －百万円 

営業取引以外の取引高 0 百万円 80 百万円 

 

ロ その他の受入手数料（その他）の主な内訳 

 2021 年 3月期 2022 年 3月期 

アドバイザリー手数料 15 百万円 0 百万円 

質権設定手数料 2 百万円 2 百万円 

口座移管手数料 0 百万円 12 百万円 

 

   ⑤ 株主資本等変動計算書に関する注記 

      発行済株式の種類および株式数に関する事項 

 2021 年 3月期 2022 年 3月期 

普通株式期中増加数 10,807,800 株 122,000,000 株 

普通株式期中減少数 －株 －株 

年度末株式数 11,205,240 株 133,205,240 株 

 

２．借入金の主要な借入先および借入金額 

借入先の氏名または名称 2021 年 3月期 2022 年 3月期 

株式会社証券ジャパン 546 百万円 2,205 百万円 

 

 ３．保有する有価証券の取得価額、時価および評価損益 （単位：百万円） 

 
2021 年 3月期 2022 年 3月期 

取得価額 時 価 評価損益 取得価額 時 価 評価損益 

１．流動資産       

(1) 株券 － － － － － － 

(2) 債券 － － － － － － 

(3) その他 － － － － － － 

２．固定資産       

(1) 株券 0 0 0 0 0 0 

(2) 債券 － － － － － － 

(3) その他 0 － 0 1 1 0 

合   計 0 0 0 1 1 0 

    (注) トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。 
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 ４．デリバティブ取引の契約価額、時価および評価損益 

    (注) トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。 

     該当事項はありません 

 

５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

    当社は、会社法第 436 条第 2項第 1号の規定に基づき、「監査法人アリア」による会計監

査を受けております。 

 

Ⅳ．管理の状況 

 １．内部管理の状況の概要 

  (1) 内部管理体制 

当社は、金融商品取引業者として、金融商品取引法をはじめとする法令諸規則を遵守し、

適切かつ合理的な業務運営を行うため、次のとおり内部管理体制を整備しております。 

   ① 内部管理統括責任者の任命 

当社の取締役会は、日本証券業協会の定める内部管理統括責任者を任命し、管理部門、

営業部門の責任者への指導を通じて役職員の職務の執行が適正に行われる体制を構築

しております。 

 

   ② 管理部門によるサポートおよび牽制 

管理部門に管理部およびコンプライアンス部を配置し、法令諸規則に沿った営業部門

へのサポートおよび牽制を行っております。主な業務は次のとおりです。 

・売買審査や法人関係情報の管理を通じた不公正取引の防止 

・顧客管理や取引審査を通じた不適切な勧誘行為等の防止 

・取引時確認、疑わしい取引の届出等を通じたマネー・ローンダリング等の防止 

・その他反社会的勢力の排除、利益相反管理、個人情報保護等 

 

  (2) 内部監査体制 

社長直属の監査室において定期的または随時に内部監査を行い、法令諸規則への適合性

を確認しております。監査室の主な業務分掌は次のとおりです。 

・業務監査 

・顧客との取引状況の実態調査と把握 

・顧客の資産、損益の実態調査と把握 

 

  (3) お客様からのご相談および苦情等への対応 

当社は、お客様からのご相談および苦情等について、本社管理部で迅速かつ適切な対応

に努めております。また、外部機関による公正・中立な立場からの解決を図るため、指定

紛争解決機関である特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センターと特定第

一種金融商品取引業務に係る手続き実施基本契約を締結する措置を講じております。 
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 ２．分別管理等の状況 

  (1) 金融商品取引法第 43条の 2の規定に基づく分別管理の状況 

   ① 顧客分別金信託の状況 （単位：百万円） 

項   目 2021 年 3月 31 日現在 2022 年 3月 31 日現在 

直近差替計算基準日の 
顧客分別金必要額 

289 238 

期末日現在の 
顧客分別金信託額 

289 271 

期末日現在の 
顧客分別金必要額 

285 216 

 

   ② 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況 

    イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
2021 年 3月 31 日現在 2022 年 3月 31日現在 

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

株券 （株数） 57,274 千株 1,114 千株 46,825 千株 2,146 千株 

債券 （額面金額） －百万円 754 百万円 －百万円 －百万円 

受益証券 （口数） 0 百万口 －百万口 0 百万口 －百万口 

その他 

新株予約権証券 （個数） 
52,810 個 － 52,810 個 － 

     

ロ 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 2021 年 3月 31 日現在 2022 年 3月 31 日現在 

株券 （株数） 2,787 千株 4,272 千株 

債券 （額面金額） －百万円 －百万円 

受益証券 （口数） 0 百万口 0 百万口 

その他  － － 

     

ハ 管理の状況 

 1. 国内の取引所金融商品市場に上場されている｢国内上場証券｣については、原則と

して、株式会社証券保管振替機構において、帳簿等により当社の固有財産である有価

証券と顧客有価証券とを区分管理し、混合して保管する。顧客有価証券については、

当社の帳簿等により各顧客の持分が直ちに判別できるよう管理する。 

   2. 海外の保管機関で保管または管理されている有価証券については、海外の保管機

関において、当社の固有財産である有価証券と顧客有価証券とを区分管理し、混合し

て保管する。顧客有価証券については、当社の帳簿等により各顧客の持分が直ちに判

別できるよう管理する。 
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③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等および電子記録移転有価証券表示権利等に

係る分別管理の状況 

      該当事項はありません。 

 

(2) 金融商品取引法第 43 条の 2の 2および第 43条の 3の規定に基づく区分管理の状況 

     該当事項はありません。 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

 １．当社およびその子会社等の集団の構成 

当社の子会社は以下の1社のみであります。 

 

２．子会社等の状況 

商号 本店所在地 
資本金 

の額 
事業内容 

当社の保有する議決権

の数および総株主の議

決権に占める割合 

OASIS 

INVESTMENT 

株式会社 

東京都中央区勝どき

1-13-1 イヌイビル・

カチドキ４階 

50 万円 各種コン

サルティ

ング業務 

100 個（100％） 

 

 

以 上 


